
貸 借 対 照 表

令和７年　３月３１日

(単位　円)

資 産 の 部

科              目 本 年 度 末 前 年 度 末 増       減

固定資産 ( 21,543,008,849) ( 21,608,105,129) (△ 65,096,280)

    有形 固定 資産 ( 19,987,615,934) ( 20,086,826,773) (△ 99,210,839)

        土          地 8,769,957,568 8,769,957,568 0

        建          物 9,229,722,237 9,498,560,936  △ 268,838,699

        構    築    物 1,269,587,335 965,498,292 304,089,043

        教育研究用機器備品 527,456,400 566,952,981  △ 39,496,581

        管 理 用  機器備品 11,689,939 14,010,153  △ 2,320,214

        図          書 151,893,703 152,053,405  △ 159,702

        車          輌 27,308,752 31,793,438  △ 4,484,686

        建 設 仮 勘 定 0 88,000,000  △ 88,000,000

    特  定  資  産 ( 1,444,182,056) ( 1,408,989,680) ( 35,192,376)

        退職給与引当特定資産 253,778,124 238,277,384 15,500,740

        第３号基本金引当特定資産 1,163,096,753 1,147,506,270 15,590,483

　　　　I-Challenge125基金引当特定資産 18,506,366 17,006,026 1,500,340

　　　　東和蛍雪引当特定資産 8,800,813 6,200,000 2,600,813

    その他の固定資産 ( 111,210,859) ( 112,288,676) (△ 1,077,817)

　　　　ソフトウェア 50,190,821 69,918,220  △ 19,727,399

        電 話 加 入 権 4,474,063 4,474,063 0

        有  価  証  券 19,120,393 19,120,393 0

        長 期 貸 付 金 21,600,000 12,600,000 9,000,000

        保　　証　　金 6,116,000 6,176,000  △ 60,000

　　　　長 期 前 払 金 9,709,582 0 9,709,582

流動資産 ( 654,048,319) ( 626,300,587) ( 27,747,732)

        現  金  預  金 507,608,735 496,507,130 11,101,605

        未  収  入  金 102,817,687 92,837,906 9,979,781

        有  価  証  券 30,161,485 28,259,808 1,901,677

　　　　貯    蔵    品 2,190,335 3,107,235  △ 916,900

　　　　前    払    金 10,472,324 3,163,902 7,308,422

        立    替    金 63,458 687,600  △ 624,142

        仮    払    金 734,295 1,737,006  △ 1,002,711

資産の部合計 ( 22,197,057,168) ( 22,234,405,716) (△ 37,348,548)

負 債 の 部

科              目 本 年 度 末 前 年 度 末 増       減

固定負債 ( 7,597,445,498) ( 6,902,236,130) ( 695,209,368)

        長 期 借 入 金 7,535,733,000 6,837,046,000 698,687,000

        退職給与引当金 39,653,098 31,079,130 8,573,968

        長 期 未 払 金 22,059,400 34,111,000  △ 12,051,600

流動負債 ( 1,808,801,611) ( 2,009,316,006) (△ 200,514,395)

        短 期 借 入 金 1,281,332,000 1,388,801,000  △ 107,469,000

        未    払    金 207,331,679 368,666,186  △ 161,334,507

        前    受    金 180,424,400 168,060,400 12,364,000

        預    り    金 139,713,532 83,788,420 55,925,112

負債の部合計 ( 9,406,247,109) ( 8,911,552,136) ( 494,694,973)

純 資 産 の 部

科              目 本 年 度 末 前 年 度 末 増       減

基本金 ( 29,681,400,700) ( 29,338,159,509) ( 343,241,191)

　　　　第１号　基本金 28,208,303,947 27,880,653,239 327,650,708

　　　　第３号　基本金 1,163,096,753 1,147,506,270 15,590,483

　　　　第４号　基本金 310,000,000 310,000,000 0

繰越収支差額 (△ 16,890,590,641) (△ 16,015,305,929) (△ 875,284,712)

　　　　翌年度繰越収支差額  △ 16,890,590,641  △ 16,015,305,929  △ 875,284,712

純資産の部合計 ( 12,790,810,059) ( 13,322,853,580) (△ 532,043,521)

負債及び純資産の部合計 ( 22,197,057,168) ( 22,234,405,716) (△ 37,348,548)



注記注記

１．重要な会計方針１．重要な会計方針１．重要な会計方針１．重要な会計方針１．重要な会計方針

（1）引当金の計上基準（1）引当金の計上基準（1）引当金の計上基準（1）引当金の計上基準（1）引当金の計上基準

徴収不能引当金徴収不能引当金徴収不能引当金

未収金の徴収不能に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収金の徴収不能に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収金の徴収不能に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収金の徴収不能に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収金の徴収不能に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収金の徴収不能に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収金の徴収不能に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収金の徴収不能に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収金の徴収不能に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収金の徴収不能に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。未収金の徴収不能に備えるため、 個別に見積もった徴収不能見込額 を計上している。

退職給与引当金退職給与引当金退職給与引当金

期末要支給額412,978,356円 から(公社)宮城県私学退職金社団 からの交付金相当額 を控除した期末要支給額412,978,356円 から(公社)宮城県私学退職金社団 からの交付金相当額 を控除した期末要支給額412,978,356円 から(公社)宮城県私学退職金社団 からの交付金相当額 を控除した期末要支給額412,978,356円 から(公社)宮城県私学退職金社団 からの交付金相当額 を控除した期末要支給額412,978,356円 から(公社)宮城県私学退職金社団 からの交付金相当額 を控除した期末要支給額412,978,356円 から(公社)宮城県私学退職金社団 からの交付金相当額 を控除した期末要支給額412,978,356円 から(公社)宮城県私学退職金社団 からの交付金相当額 を控除した期末要支給額412,978,356円 から(公社)宮城県私学退職金社団 からの交付金相当額 を控除した期末要支給額412,978,356円 から(公社)宮城県私学退職金社団 からの交付金相当額 を控除した期末要支給額412,978,356円 から(公社)宮城県私学退職金社団 からの交付金相当額 を控除した期末要支給額412,978,356円 から(公社)宮城県私学退職金社団 からの交付金相当額 を控除した期末要支給額412,978,356円 から(公社)宮城県私学退職金社団 からの交付金相当額 を控除した

金額の100％を 計上している。金額の100％を 計上している。金額の100％を 計上している。金額の100％を 計上している。金額の100％を 計上している。

（2）その他の重要な会計方針（2）その他の重要な会計方針（2）その他の重要な会計方針（2）その他の重要な会計方針（2）その他の重要な会計方針（2）その他の重要な会計方針

有価証券の評価基準及 び評価方法有価証券の評価基準及 び評価方法有価証券の評価基準及 び評価方法有価証券の評価基準及 び評価方法有価証券の評価基準及 び評価方法有価証券の評価基準及 び評価方法

移動平均法に基づく原価法である。移動平均法に基づく原価法である。移動平均法に基づく原価法である。移動平均法に基づく原価法である。移動平均法に基づく原価法である。移動平均法に基づく原価法である。

外貨建資産の本邦通貨への換算基準外貨建資産の本邦通貨への換算基準外貨建資産の本邦通貨への換算基準外貨建資産の本邦通貨への換算基準外貨建資産の本邦通貨への換算基準外貨建資産の本邦通貨への換算基準

外貨建現金預金 については、 期末時の為替相場 により円換算している。外貨建現金預金 については、 期末時の為替相場 により円換算している。外貨建現金預金 については、 期末時の為替相場 により円換算している。外貨建現金預金 については、 期末時の為替相場 により円換算している。外貨建現金預金 については、 期末時の為替相場 により円換算している。外貨建現金預金 については、 期末時の為替相場 により円換算している。外貨建現金預金 については、 期末時の為替相場 により円換算している。外貨建現金預金 については、 期末時の為替相場 により円換算している。外貨建現金預金 については、 期末時の為替相場 により円換算している。外貨建現金預金 については、 期末時の為替相場 により円換算している。

預り金その他経過項目 に係る収支の表示方法預り金その他経過項目 に係る収支の表示方法預り金その他経過項目 に係る収支の表示方法預り金その他経過項目 に係る収支の表示方法預り金その他経過項目 に係る収支の表示方法預り金その他経過項目 に係る収支の表示方法預り金その他経過項目 に係る収支の表示方法

預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。

食堂その他教育研究活動 に付随する活動に係る収支の表示方法食堂その他教育研究活動 に付随する活動に係る収支の表示方法食堂その他教育研究活動 に付随する活動に係る収支の表示方法食堂その他教育研究活動 に付随する活動に係る収支の表示方法食堂その他教育研究活動 に付随する活動に係る収支の表示方法食堂その他教育研究活動 に付随する活動に係る収支の表示方法食堂その他教育研究活動 に付随する活動に係る収支の表示方法食堂その他教育研究活動 に付随する活動に係る収支の表示方法食堂その他教育研究活動 に付随する活動に係る収支の表示方法

補助活動に係る収支は純額で表示している。補助活動に係る収支は純額で表示している。補助活動に係る収支は純額で表示している。補助活動に係る収支は純額で表示している。補助活動に係る収支は純額で表示している。補助活動に係る収支は純額で表示している。

２．重要な会計方針 の変更等２．重要な会計方針 の変更等２．重要な会計方針 の変更等２．重要な会計方針 の変更等２．重要な会計方針 の変更等２．重要な会計方針 の変更等

該当なし該当なし該当なし

３．減価償却額 の累計額の合計額３．減価償却額 の累計額の合計額３．減価償却額 の累計額の合計額３．減価償却額 の累計額の合計額３．減価償却額 の累計額の合計額３．減価償却額 の累計額の合計額３．減価償却額 の累計額の合計額

11,937,084,001 円11,937,084,001 円11,937,084,001 円11,937,084,001 円

４．徴収不能引当金 の合計額４．徴収不能引当金 の合計額４．徴収不能引当金 の合計額４．徴収不能引当金 の合計額４．徴収不能引当金 の合計額４．徴収不能引当金 の合計額

188,668円188,668円188,668円

５．担保に供されている資産の種類及び額５．担保に供されている資産の種類及び額５．担保に供されている資産の種類及び額５．担保に供されている資産の種類及び額５．担保に供されている資産の種類及び額５．担保に供されている資産の種類及び額５．担保に供されている資産の種類及び額５．担保に供されている資産の種類及び額

担保に供されている 資産の種類及び額は、次のとおりである。担保に供されている 資産の種類及び額は、次のとおりである。担保に供されている 資産の種類及び額は、次のとおりである。担保に供されている 資産の種類及び額は、次のとおりである。担保に供されている 資産の種類及び額は、次のとおりである。担保に供されている 資産の種類及び額は、次のとおりである。担保に供されている 資産の種類及び額は、次のとおりである。担保に供されている 資産の種類及び額は、次のとおりである。担保に供されている 資産の種類及び額は、次のとおりである。

土
　　　

地
　

：土
　　　

地
　

：土
　　　

地
　

： 8,088,533,2788,088,533,2788,088,533,278 円

建
　　　

物
　

：建
　　　

物
　

：建
　　　

物
　

： 7,437,989,6367,437,989,6367,437,989,636 円

６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 

3,764,670,559 円3,764,670,559 円3,764,670,559 円3,764,670,559 円

７.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７.当該会計年度 の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策

第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。第４号基本金 に相当する資金を有しており、該当しない。



８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項

（1）有価証券の時価情報（1）有価証券の時価情報（1）有価証券の時価情報（1）有価証券の時価情報（1）有価証券の時価情報

①総括表①総括表①総括表 （単位
　

円）（単位
　

円）

当年度（令和7年3月31日）当年度（令和7年3月31日）当年度（令和7年3月31日）当年度（令和7年3月31日）当年度（令和7年3月31日）当年度（令和7年3月31日）当年度（令和7年3月31日）当年度（令和7年3月31日）

貸借対照表計上額貸借対照表計上額貸借対照表計上額貸借対照表計上額 時
　　

価時
　　

価 差
　　

額差
　　

額

時価が貸借対照表計上額 を超えるもの時価が貸借対照表計上額 を超えるもの時価が貸借対照表計上額 を超えるもの時価が貸借対照表計上額 を超えるもの時価が貸借対照表計上額 を超えるもの時価が貸借対照表計上額 を超えるもの時価が貸借対照表計上額 を超えるもの 33,281,87833,281,87833,281,878 117,051,479 83,769,601

（うち満期保有目的 の債券）（うち満期保有目的 の債券）（うち満期保有目的 の債券）（うち満期保有目的 の債券）（うち満期保有目的 の債券）（うち満期保有目的 の債券）（うち満期保有目的 の債券） （ 0（ 0（ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

時価が貸借対照表計上額 を超えないもの時価が貸借対照表計上額 を超えないもの時価が貸借対照表計上額 を超えないもの時価が貸借対照表計上額 を超えないもの時価が貸借対照表計上額 を超えないもの時価が貸借対照表計上額 を超えないもの時価が貸借対照表計上額 を超えないもの 000 0 0

（うち満期保有目的 の債券）（うち満期保有目的 の債券）（うち満期保有目的 の債券）（うち満期保有目的 の債券）（うち満期保有目的 の債券）（うち満期保有目的 の債券）（うち満期保有目的 の債券） （ 0（ 0（ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

合
　　　　　

計合
　　　　　

計合
　　　　　

計合
　　　　　

計合
　　　　　

計合
　　　　　

計合
　　　　　

計 33,281,87833,281,87833,281,878 117,051,479 83,769,601

（うち満期保有目的 の債券）（うち満期保有目的 の債券）（うち満期保有目的 の債券）（うち満期保有目的 の債券）（うち満期保有目的 の債券）（うち満期保有目的 の債券）（うち満期保有目的 の債券） （ 0（ 0（ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券 16,000,00016,000,00016,000,000

有価証券合計有価証券合計有価証券合計有価証券合計有価証券合計有価証券合計有価証券合計 49,281,87849,281,87849,281,878

②明細表②明細表②明細表 （単位
　

円）（単位
　

円）

種
　

類種
　

類種
　

類種
　

類種
　

類種
　

類種
　

類
当年度（令和7年3月31日）当年度（令和7年3月31日）当年度（令和7年3月31日）当年度（令和7年3月31日）当年度（令和7年3月31日）当年度（令和7年3月31日）当年度（令和7年3月31日）当年度（令和7年3月31日）

種
　

類種
　

類種
　

類種
　

類種
　

類種
　

類種
　

類
貸借対照表計上額貸借対照表計上額貸借対照表計上額貸借対照表計上額 時

　　
価時

　　
価 差

　　
額差

　　
額

債
　　

券債
　　

券債
　　

券債
　　

券債
　　

券債
　　

券債
　　

券 －－－－ －－ －－

株
　　

式株
　　

式株
　　

式株
　　

式株
　　

式株
　　

式株
　　

式 3,120,3933,120,3933,120,393 5,160,000 2,039,607

投資信託投資信託投資信託投資信託投資信託投資信託投資信託 30,161,48530,161,48530,161,485 111,891,479 81,729,994

貸付信託貸付信託貸付信託貸付信託貸付信託貸付信託貸付信託 －－－－ －－ －－

合
　　　　

計合
　　　　

計合
　　　　

計合
　　　　

計合
　　　　

計合
　　　　

計合
　　　　

計 33,281,87833,281,87833,281,878 117,051,479 83,769,601

時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券 16,000,00016,000,00016,000,000

有価証券合計有価証券合計有価証券合計有価証券合計有価証券合計有価証券合計有価証券合計 49,281,87849,281,87849,281,878

（2）学校法人の出資による会社に係る事項（2）学校法人の出資による会社に係る事項（2）学校法人の出資による会社に係る事項（2）学校法人の出資による会社に係る事項（2）学校法人の出資による会社に係る事項（2）学校法人の出資による会社に係る事項（2）学校法人の出資による会社に係る事項（2）学校法人の出資による会社に係る事項

 
当学校法人 の出資割合 が総出資額の2分の1以上である会社の状況は次のとおりである。
 
当学校法人 の出資割合 が総出資額の2分の1以上である会社の状況は次のとおりである。
 
当学校法人 の出資割合 が総出資額の2分の1以上である会社の状況は次のとおりである。
 
当学校法人 の出資割合 が総出資額の2分の1以上である会社の状況は次のとおりである。
 
当学校法人 の出資割合 が総出資額の2分の1以上である会社の状況は次のとおりである。
 
当学校法人 の出資割合 が総出資額の2分の1以上である会社の状況は次のとおりである。
 
当学校法人 の出資割合 が総出資額の2分の1以上である会社の状況は次のとおりである。
 
当学校法人 の出資割合 が総出資額の2分の1以上である会社の状況は次のとおりである。
 
当学校法人 の出資割合 が総出資額の2分の1以上である会社の状況は次のとおりである。
 
当学校法人 の出資割合 が総出資額の2分の1以上である会社の状況は次のとおりである。
 
当学校法人 の出資割合 が総出資額の2分の1以上である会社の状況は次のとおりである。
 
当学校法人 の出資割合 が総出資額の2分の1以上である会社の状況は次のとおりである。

名
　　　　  　　

称名
　　　　  　　

称名
　　　　  　　

称名
　　　　  　　

称
　

伯山交通株式会社
　

伯山交通株式会社
　

伯山交通株式会社
　

伯山交通株式会社
　

伯山交通株式会社
　

伯山交通株式会社
　

伯山交通株式会社
　

伯山交通株式会社
　

伯山交通株式会社
　

伯山交通株式会社
　

伯山交通株式会社

事 
　

業  
　

内 
　

容事 
　

業  
　

内 
　

容事 
　

業  
　

内 
　

容事 
　

業  
　

内 
　

容
　

一般貸切旅客自動車運送事業他
　

一般貸切旅客自動車運送事業他
　

一般貸切旅客自動車運送事業他
　

一般貸切旅客自動車運送事業他
　

一般貸切旅客自動車運送事業他
　

一般貸切旅客自動車運送事業他
　

一般貸切旅客自動車運送事業他
　

一般貸切旅客自動車運送事業他
　

一般貸切旅客自動車運送事業他
　

一般貸切旅客自動車運送事業他
　

一般貸切旅客自動車運送事業他

資
　 　

 本
　  　

金資
　 　

 本
　  　

金資
　 　

 本
　  　

金資
　 　

 本
　  　

金
　

16,000,000 円
　

320株
　

16,000,000 円
　

320株
　

16,000,000 円
　

320株
　

16,000,000 円
　

320株
　

16,000,000 円
　

320株
　

16,000,000 円
　

320株
　

16,000,000 円
　

320株
　

16,000,000 円
　

320株
　

16,000,000 円
　

320株
　

16,000,000 円
　

320株
　

16,000,000 円
　

320株

学校法人の出資状況学校法人の出資状況学校法人の出資状況学校法人の出資状況
　

16,000,000 円
　

320株
　

総株式に占める割合100％
　

16,000,000 円
　

320株
　

総株式に占める割合100％
　

16,000,000 円
　

320株
　

総株式に占める割合100％
　

16,000,000 円
　

320株
　

総株式に占める割合100％
　

16,000,000 円
　

320株
　

総株式に占める割合100％
　

16,000,000 円
　

320株
　

総株式に占める割合100％
　

16,000,000 円
　

320株
　

総株式に占める割合100％
　

16,000,000 円
　

320株
　

総株式に占める割合100％
　

16,000,000 円
　

320株
　

総株式に占める割合100％
　

16,000,000 円
　

320株
　

総株式に占める割合100％
　

16,000,000 円
　

320株
　

総株式に占める割合100％

出
　

資
　

の
　

状
　

況出
　

資
　

の
　

状
　

況出
　

資
　

の
　

状
　

況出
　

資
　

の
　

状
　

況 　
平成23年1月31日 から平成28年5月31日

　
7,500,000円

　
150株

　
平成23年1月31日 から平成28年5月31日

　
7,500,000円

　
150株

　
平成23年1月31日 から平成28年5月31日

　
7,500,000円

　
150株

　
平成23年1月31日 から平成28年5月31日

　
7,500,000円

　
150株

　
平成23年1月31日 から平成28年5月31日

　
7,500,000円

　
150株

　
平成23年1月31日 から平成28年5月31日

　
7,500,000円

　
150株

　
平成23年1月31日 から平成28年5月31日

　
7,500,000円

　
150株

　
平成23年1月31日 から平成28年5月31日

　
7,500,000円

　
150株

　
平成23年1月31日 から平成28年5月31日

　
7,500,000円

　
150株

　
平成23年1月31日 から平成28年5月31日

　
7,500,000円

　
150株

　
平成23年1月31日 から平成28年5月31日

　
7,500,000円

　
150株

出
　

資
　

の
　

状
　

況出
　

資
　

の
　

状
　

況出
　

資
　

の
　

状
　

況出
　

資
　

の
　

状
　

況

　
令和 6年3月25日

　
8,500,000円

　
170株

　
令和 6年3月25日

　
8,500,000円

　
170株

　
令和 6年3月25日

　
8,500,000円

　
170株

　
令和 6年3月25日

　
8,500,000円

　
170株

　
令和 6年3月25日

　
8,500,000円

　
170株

　
令和 6年3月25日

　
8,500,000円

　
170株

　
令和 6年3月25日

　
8,500,000円

　
170株

　
令和 6年3月25日

　
8,500,000円

　
170株

　
令和 6年3月25日

　
8,500,000円

　
170株

　
令和 6年3月25日

　
8,500,000円

　
170株

　
令和 6年3月25日

　
8,500,000円

　
170株

（単位
　

円)

  
　

当期中に学校法人

  
が受け入れた配当

  
及び寄附の金額並

  
びに学校法人との

  
資金、取引等 の状

  
況

  
　

当期中に学校法人

  
が受け入れた配当

  
及び寄附の金額並

  
びに学校法人との

  
資金、取引等 の状

  
況

  
　

当期中に学校法人

  
が受け入れた配当

  
及び寄附の金額並

  
びに学校法人との

  
資金、取引等 の状

  
況

  
　

当期中に学校法人

  
が受け入れた配当

  
及び寄附の金額並

  
びに学校法人との

  
資金、取引等 の状

  
況

当該会社
からの受入額

当該会社
からの受入額

配当金配当金 - 特別寄付金特別寄付金 100,000

  
　

当期中に学校法人

  
が受け入れた配当

  
及び寄附の金額並

  
びに学校法人との

  
資金、取引等 の状

  
況

  
　

当期中に学校法人

  
が受け入れた配当

  
及び寄附の金額並

  
びに学校法人との

  
資金、取引等 の状

  
況

  
　

当期中に学校法人

  
が受け入れた配当

  
及び寄附の金額並

  
びに学校法人との

  
資金、取引等 の状

  
況

  
　

当期中に学校法人

  
が受け入れた配当

  
及び寄附の金額並

  
びに学校法人との

  
資金、取引等 の状

  
況

当該会社
からの受入額

当該会社
からの受入額 現物寄付金現物寄付金 - 施設設備利用料施設設備利用料 1,078,000  

　
当期中に学校法人

  
が受け入れた配当

  
及び寄附の金額並

  
びに学校法人との

  
資金、取引等 の状

  
況

  
　

当期中に学校法人

  
が受け入れた配当

  
及び寄附の金額並

  
びに学校法人との

  
資金、取引等 の状

  
況

  
　

当期中に学校法人

  
が受け入れた配当

  
及び寄附の金額並

  
びに学校法人との

  
資金、取引等 の状

  
況

  
　

当期中に学校法人

  
が受け入れた配当

  
及び寄附の金額並

  
びに学校法人との

  
資金、取引等 の状

  
況

当該会社
からの受入額

当該会社
からの受入額

受取利息受取利息 - 補助活動収入補助活動収入 1,450,000

  
　

当期中に学校法人

  
が受け入れた配当

  
及び寄附の金額並

  
びに学校法人との

  
資金、取引等 の状

  
況

  
　

当期中に学校法人

  
が受け入れた配当

  
及び寄附の金額並

  
びに学校法人との

  
資金、取引等 の状

  
況

  
　

当期中に学校法人

  
が受け入れた配当

  
及び寄附の金額並

  
びに学校法人との

  
資金、取引等 の状

  
況

  
　

当期中に学校法人

  
が受け入れた配当

  
及び寄附の金額並

  
びに学校法人との

  
資金、取引等 の状

  
況

旅費交通費旅費交通費 3,550,060

  
　

当期中に学校法人

  
が受け入れた配当

  
及び寄附の金額並

  
びに学校法人との

  
資金、取引等 の状

  
況

  
　

当期中に学校法人

  
が受け入れた配当

  
及び寄附の金額並

  
びに学校法人との

  
資金、取引等 の状

  
況

  
　

当期中に学校法人

  
が受け入れた配当

  
及び寄附の金額並

  
びに学校法人との

  
資金、取引等 の状

  
況

  
　

当期中に学校法人

  
が受け入れた配当

  
及び寄附の金額並

  
びに学校法人との

  
資金、取引等 の状

  
況

課外活動助成費課外活動助成費 5,778,440

  
　

当期中に学校法人

  
が受け入れた配当

  
及び寄附の金額並

  
びに学校法人との

  
資金、取引等 の状

  
況

  
　

当期中に学校法人

  
が受け入れた配当

  
及び寄附の金額並

  
びに学校法人との

  
資金、取引等 の状

  
況

  
　

当期中に学校法人

  
が受け入れた配当

  
及び寄附の金額並

  
びに学校法人との

  
資金、取引等 の状

  
況

  
　

当期中に学校法人

  
が受け入れた配当

  
及び寄附の金額並

  
びに学校法人との

  
資金、取引等 の状

  
況

　
当該会社への支払額

　
当該会社への支払額

　
当該会社への支払額

　
当該会社への支払額

　
当該会社への支払額

　
当該会社への支払額 委託･手数料委託･手数料 44,804,108

  
　

当期中に学校法人

  
が受け入れた配当

  
及び寄附の金額並

  
びに学校法人との

  
資金、取引等 の状

  
況

  
　

当期中に学校法人

  
が受け入れた配当

  
及び寄附の金額並

  
びに学校法人との

  
資金、取引等 の状

  
況

  
　

当期中に学校法人

  
が受け入れた配当

  
及び寄附の金額並

  
びに学校法人との

  
資金、取引等 の状

  
況

  
　

当期中に学校法人

  
が受け入れた配当

  
及び寄附の金額並

  
びに学校法人との

  
資金、取引等 の状

  
況

　
当該会社への支払額

　
当該会社への支払額

　
当該会社への支払額

　
当該会社への支払額

　
当該会社への支払額

　
当該会社への支払額

補助活動事業費補助活動事業費 103,023,166
　

当該会社への支払額
　

当該会社への支払額
　

当該会社への支払額
　

当該会社への支払額
　

当該会社への支払額
　

当該会社への支払額

その他その他 4,286,428

（単位
　

円)

期首残高期首残高 資金支出等資金支出等資金支出等資金支出等 資金収入等資金収入等 期末残高

当該会社の株式取得当該会社の株式取得当該会社の株式取得 16,000,00016,000,000 0 0 16,000,000

当該会社への未払金当該会社への未払金当該会社への未払金 14,289,37514,289,375 14,289,37514,289,375 8,477,7098,477,709 8,477,709

当該会社への未収入金当該会社への未収入金当該会社への未収入金 351,000 9,6009,600 351,000351,000 9,600

保
　

証
　

債
　

務保
　

証
　

債
　

務保
　

証
　

債
　

務保
　

証
　

債
　

務
　

学校法人は当該会社について債務保証 を行っていない。
　

学校法人は当該会社について債務保証 を行っていない。
　

学校法人は当該会社について債務保証 を行っていない。
　

学校法人は当該会社について債務保証 を行っていない。
　

学校法人は当該会社について債務保証 を行っていない。
　

学校法人は当該会社について債務保証 を行っていない。
　

学校法人は当該会社について債務保証 を行っていない。
　

学校法人は当該会社について債務保証 を行っていない。
　

学校法人は当該会社について債務保証 を行っていない。
　

学校法人は当該会社について債務保証 を行っていない。
　

学校法人は当該会社について債務保証 を行っていない。



（3）純額で表示した補助活動事業費 の収支（単位 円）（3）純額で表示した補助活動事業費 の収支（単位 円）（3）純額で表示した補助活動事業費 の収支（単位 円）（3）純額で表示した補助活動事業費 の収支（単位 円）（3）純額で表示した補助活動事業費 の収支（単位 円）（3）純額で表示した補助活動事業費 の収支（単位 円）（3）純額で表示した補助活動事業費 の収支（単位 円）（3）純額で表示した補助活動事業費 の収支（単位 円）（3）純額で表示した補助活動事業費 の収支（単位 円）

 
純額で表示した補助活動事業費 の収支を相殺した金額は次のとおりである。
 
純額で表示した補助活動事業費 の収支を相殺した金額は次のとおりである。
 
純額で表示した補助活動事業費 の収支を相殺した金額は次のとおりである。
 
純額で表示した補助活動事業費 の収支を相殺した金額は次のとおりである。
 
純額で表示した補助活動事業費 の収支を相殺した金額は次のとおりである。
 
純額で表示した補助活動事業費 の収支を相殺した金額は次のとおりである。
 
純額で表示した補助活動事業費 の収支を相殺した金額は次のとおりである。
 
純額で表示した補助活動事業費 の収支を相殺した金額は次のとおりである。
 
純額で表示した補助活動事業費 の収支を相殺した金額は次のとおりである。
 
純額で表示した補助活動事業費 の収支を相殺した金額は次のとおりである。
 
純額で表示した補助活動事業費 の収支を相殺した金額は次のとおりである。

＜支出＞＜支出＞ ＜収入＞

姉妹校交換留学生事業姉妹校交換留学生事業姉妹校交換留学生事業姉妹校交換留学生事業 6,494,8186,494,818 6,114,962

シャトルバス・ 寮生食事代シャトルバス・ 寮生食事代シャトルバス・ 寮生食事代シャトルバス・ 寮生食事代シャトルバス・ 寮生食事代 181,980,751181,980,751 113,424,800

純
　　　　

額純
　　　　

額純
　　　　

額 68,935,80768,935,807

（4）関連当事者 との取引（4）関連当事者 との取引（4）関連当事者 との取引（4）関連当事者 との取引（4）関連当事者 との取引

関連当事者との取引内容は、次のとおりである。関連当事者との取引内容は、次のとおりである。関連当事者との取引内容は、次のとおりである。関連当事者との取引内容は、次のとおりである。関連当事者との取引内容は、次のとおりである。関連当事者との取引内容は、次のとおりである。関連当事者との取引内容は、次のとおりである。

属
　　

性属
　　

性属
　　

性属
　　

性 関係法人関係法人関係法人関係法人関係法人関係法人関係法人関係法人関係法人関係法人

役員･法人等 の名称役員･法人等 の名称役員･法人等 の名称役員･法人等 の名称 ハワイ州非営利法人 I-LION HAWAII SCHOOLハワイ州非営利法人 I-LION HAWAII SCHOOLハワイ州非営利法人 I-LION HAWAII SCHOOLハワイ州非営利法人 I-LION HAWAII SCHOOLハワイ州非営利法人 I-LION HAWAII SCHOOLハワイ州非営利法人 I-LION HAWAII SCHOOLハワイ州非営利法人 I-LION HAWAII SCHOOLハワイ州非営利法人 I-LION HAWAII SCHOOLハワイ州非営利法人 I-LION HAWAII SCHOOLハワイ州非営利法人 I-LION HAWAII SCHOOL

住
　　

所住
　　

所住
　　

所住
　　

所 1440 kapiolani Blvd.,#1250,Honolulu HI 96814,U.S.A1440 kapiolani Blvd.,#1250,Honolulu HI 96814,U.S.A1440 kapiolani Blvd.,#1250,Honolulu HI 96814,U.S.A1440 kapiolani Blvd.,#1250,Honolulu HI 96814,U.S.A1440 kapiolani Blvd.,#1250,Honolulu HI 96814,U.S.A1440 kapiolani Blvd.,#1250,Honolulu HI 96814,U.S.A1440 kapiolani Blvd.,#1250,Honolulu HI 96814,U.S.A1440 kapiolani Blvd.,#1250,Honolulu HI 96814,U.S.A1440 kapiolani Blvd.,#1250,Honolulu HI 96814,U.S.A1440 kapiolani Blvd.,#1250,Honolulu HI 96814,U.S.A

資本金又 は出資金資本金又 は出資金資本金又 は出資金資本金又 は出資金  - - - - - - - - - -

事業内容又 は職業事業内容又 は職業事業内容又 は職業事業内容又 は職業 国際化・高度情報化社会 の進展に貢献できる有為な人材の育成国際化・高度情報化社会 の進展に貢献できる有為な人材の育成国際化・高度情報化社会 の進展に貢献できる有為な人材の育成国際化・高度情報化社会 の進展に貢献できる有為な人材の育成国際化・高度情報化社会 の進展に貢献できる有為な人材の育成国際化・高度情報化社会 の進展に貢献できる有為な人材の育成国際化・高度情報化社会 の進展に貢献できる有為な人材の育成国際化・高度情報化社会 の進展に貢献できる有為な人材の育成国際化・高度情報化社会 の進展に貢献できる有為な人材の育成国際化・高度情報化社会 の進展に貢献できる有為な人材の育成

議決権の所有割合議決権の所有割合議決権の所有割合議決権の所有割合  - - - - - - - - - -

役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等 兼任3名兼任3名兼任3名兼任3名兼任3名兼任3名兼任3名兼任3名兼任3名兼任3名

関
係
内
容

事業上の関係事業上の関係事業上の関係 語学研修業務 の委託語学研修業務 の委託語学研修業務 の委託語学研修業務 の委託語学研修業務 の委託語学研修業務 の委託語学研修業務 の委託語学研修業務 の委託語学研修業務 の委託語学研修業務 の委託
関
係
内
容

取引の内容取引の内容取引の内容 語学研修の業務委託料 の支払（注）語学研修の業務委託料 の支払（注）語学研修の業務委託料 の支払（注）語学研修の業務委託料 の支払（注）語学研修の業務委託料 の支払（注）語学研修の業務委託料 の支払（注）語学研修の業務委託料 の支払（注）語学研修の業務委託料 の支払（注）語学研修の業務委託料 の支払（注）語学研修の業務委託料 の支払（注）
関
係
内
容

取引金額（円）取引金額（円）取引金額（円） 7,632,750（US$50,000.00）7,632,750（US$50,000.00）7,632,750（US$50,000.00）7,632,750（US$50,000.00）7,632,750（US$50,000.00）7,632,750（US$50,000.00）7,632,750（US$50,000.00）7,632,750（US$50,000.00）7,632,750（US$50,000.00）7,632,750（US$50,000.00）

関
係
内
容

勘定科目勘定科目勘定科目  - - - - - - - - - -

関
係
内
容

期末残高（円）期末残高（円）期末残高（円）  - - - - - - - - - -

（注）語学研究業務 の業務委託料 については、 市場価格を勘案して一般的取引条件 と同様に決定している。（注）語学研究業務 の業務委託料 については、 市場価格を勘案して一般的取引条件 と同様に決定している。（注）語学研究業務 の業務委託料 については、 市場価格を勘案して一般的取引条件 と同様に決定している。（注）語学研究業務 の業務委託料 については、 市場価格を勘案して一般的取引条件 と同様に決定している。（注）語学研究業務 の業務委託料 については、 市場価格を勘案して一般的取引条件 と同様に決定している。（注）語学研究業務 の業務委託料 については、 市場価格を勘案して一般的取引条件 と同様に決定している。（注）語学研究業務 の業務委託料 については、 市場価格を勘案して一般的取引条件 と同様に決定している。（注）語学研究業務 の業務委託料 については、 市場価格を勘案して一般的取引条件 と同様に決定している。（注）語学研究業務 の業務委託料 については、 市場価格を勘案して一般的取引条件 と同様に決定している。（注）語学研究業務 の業務委託料 については、 市場価格を勘案して一般的取引条件 と同様に決定している。（注）語学研究業務 の業務委託料 については、 市場価格を勘案して一般的取引条件 と同様に決定している。（注）語学研究業務 の業務委託料 については、 市場価格を勘案して一般的取引条件 と同様に決定している。（注）語学研究業務 の業務委託料 については、 市場価格を勘案して一般的取引条件 と同様に決定している。（注）語学研究業務 の業務委託料 については、 市場価格を勘案して一般的取引条件 と同様に決定している。

（5）後発事象（5）後発事象（5）後発事象（5）後発事象

該当なし該当なし該当なし


